
足立区立第六中学校いじめ防止基本方針 

 

 いじめは、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び

人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命、身体に重大な危険を生じさせる恐れがあるも

のであり、絶対に許されない行為である。 

 しかし、いじめは、どの学校の、どの学級の児童生徒にも起こりうるものであり、全国的に深刻な状

況が続いている。 

 本校では、「いじめ防止対策推進法」（平成 25 年法律第 71号。以下、「法」という）第 12 条の規定及

び国の「いじめ防止等のための基本的な方針」（平成 25 年 10 月 11 日 文部科学大臣決定）、「足立区い

じめ防止基本法」（平成 26 年 2 月 7 日）に基づき、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に

推進するために「足立区立第六中学校いじめ防止基本方針」を策定する。 

 

第１ いじめの防止等のための対策の基本的な考え方 

 １ いじめの定義 

   「いじめ」とは、「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等児童生徒と

一定の人間関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネット

を通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身に苦痛を感じて

いるもの」を言う。 

 

 ２ 足立区立第六中学校いじめ防止基本方針策定の目的 

   この方針はいじめが、いじめを受けた生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全

な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命、身体に重大な危険を生じさせ

る恐れがあるものであり、絶対に許されない行為であることを重視し、本校生徒全員が尊厳を保持

し、健全で全人格的な成長を遂げるために、全職員が一丸となっていじめの防止やいじめの早期発

見及び予防的な教育を総合的かつ効果的に推進することを目的とする。 

 

 ３ いじめの防止に向けた本校の方針 

 （１） あらゆる教育活動を通じ、誰もが、安心して、豊かに生活できる学校づくりを目指す。 

 （２） 生徒が主体となっていじめのない子ども社会を形成するという意識を育むため、児童生徒の

発達段階に応じていじめを防止する取組が実践できるよう指導、支援する。 

 （３） いじめは、どの学校でも、どの学級にも、どの生徒にも起こりうることを強く意識し、いじ

めを未然に防ぎ、いじめが発生した場合は早期に解決できるよう保護者や地域、関係機関等

と連携し、情報を共有しながら指導に当たる。 

 （４） いじめを絶対に許さないこと、いじめを受けている生徒を守り抜くことを表明し、いじめの

把握に努めるとともに、学校長のリーダーシップのもと全職員が組織的に取り組む。 

 （５） 相談窓口を明示するとともに、生徒に対して定期的なアンケートや個別の面談を実施するな

ど、学校組織を上げて生徒一人ひとりの状況把握に努める。 



第２ いじめ防止等のために実施する施策 

 １ 「足立区立第六中学校いじめ防止基本方針」の策定 

   法第 13条の規定、及び足立区いじめ防止基本方針」に基づいて、本校におけるいじめの防止等の

取り組みについての基本的な方向、内容等を「足立区立第六中学校学校いじめ防止基本方針」

（以下、「学校基本方針」という）として定める。 

 

 ２ いじめ防止等の対策のための組織の設置 

   本校は、複数の教職員等によって構成される「いじめ防止対策委員会」を組織する。 

   構成メンバーは、学校長、副校長、生活指導主任、各学年・学級主任、特別支援教育コーディネ

ーター、道徳教育推進教師、養護教諭、スクールカウンセラーとし、学校いじめ防止基本方針に基

づく取組の中核となる役割をもつ。いじめを未然に防止するための対策を推進するとともに、いじ

め行為への対処を適切に行うため、教育委員会、開かれた学校づくり協議会、ＰＴＡ、地域社会、

民生児童委員、関係諸機関等と連携して実効的な取組を行う。 

 

 ３ 具体的な取組 

 （１） いじめの防止・早期発見に関すること 

   ア いじめに対する認識の共有 

      「仲の良いグループ内や学級内でしばしばいじめが発生し、被害者と加害者が入れ替わっ

ていくことがある」との認識に立ち全職員が生徒に接する。また、いじめを以下に示す５段

階に分類し、客観的な見取りをもとに些細な変化やサインに気付くことを目指す。 

    「レベル１」 所持品が隠される、机などに落書きがされる等の「からかい」の対象となる。 

    「レベル２」 仲間外れにされる、無視をされるなどの場面を訴える。場面が見られる。 

    「レベル３」 レベル２の状況が継続する。また、叩く、蹴る、ボールを投げつける、足をか

ける等の身体的な苦痛を伴う行為が見られる。 

    「レベル４」 所持品や制服が破損する、プリントが破かれる、給食が配膳されないなど、い

じめが目に見える形で露見する。体調不良等を理由とする欠席が増加する。 

    「レベル５」 班活動や部活動への参加を渋る、登校を渋るなど学校集団への参加を拒絶する

行動や言動が見られる。心身及び財産に重大な被害が生じる。 

イ 心の教育の充実 

      学校公開において、いじめに関する授業を年１回以上実施する。また、「生命尊重」に関す

る授業を、人権教育年間指導計画や道徳年間指導計画等に具体的に位置付け、学年の発達段

階等に応じて指導内容の工夫を図り、確実に実施する。 

   ウ 生徒会の活性化 

      「いじめ防止月間」を１１月に設定し、生徒会が主体となって、「いじめ防止ポスターコン

クール」等のいじめを防止する取組が実践できるよう指導・支援する。 

   エ 学習環境の整備 

      授業規律の厳守、教室環境の整備、校内掲示の充実を行い、ルールを守る意識を高揚させ

る。 



   オ 校内におけるいじめ防止研修の実施 

      管理職を中心に校内研修を企画し、いじめ防止研修を実施する。 

   カ スクールカウンセラーの活用 

      スクールカウンセラーが授業や休み時間等に行う生徒観察をいじめの実態把握に役立てる。

いじめが発生した場合は、いじめを受けた生徒のケアができるようにする。 

   キ 生徒の自己有用感の高揚 

      日常の学級活動や学校行事、生徒会活動、部活動などにおいて、全ての生徒に活躍の場を

与えるとともに、努力した姿などを認め、賞賛することで生徒一人ひとりに自信をもたせる。 

   ク 保護者への意識啓発 

      法第 9 条に規定されるように、いじめ防止には保護者の協力が欠かせないことを根底に置

き、保護者会等で学校のいじめ防止・いじめ対応の方針を周知し、協力を要請する。また、「日

常的なコミュニケーションの豊富さがいじめへの関与を防ぐ」との認識に立ち、保護者、地

域を対象に学校が主体となっていじめ防止への取組に関する啓発活動を実施する。 

   ケ いじめ窓口の拡大 

      学校内にいじめ相談箱を設置し、いじめを受けたり見たりした生徒が支援を訴えることが

できる環境づくりを行う。 

   コ 面談によるいじめ調査 

      保護者と生徒、担任による三者面談の定期的な実施に加え、生徒と担任による二者面談を

定期的に実施し、個別にいじめ等の被害状況や不安を聴き取り、相談に応じる機会を設ける。 

  

 （２）いじめの対応に関すること 

   ア いじめを受けた生徒を最優先 

      いじめを受けた生徒やいじめを知らせてきた生徒の安全を確保することを最優先に考え、

大人が見守る体制を速やかに整備する。 

   イ 迅速な調査 

      早急に全容を解明するため、生徒からの聴き取りなどを積極的に行う。いじめの事実及び

学校の対応について、いじめに関わった生徒の保護者に報告し、いじめの解消に向けて協力

を要請する。調査結果については校内で共有するとともに関係諸機関に報告する。 

   ウ 関係機関との連携 

      こども支援センターげんきや児童相談所、民生児童委員などの相談機関及び警察と連携し

て対応に当たる。また、いじめを行った生徒については出席停止制度の適切な運用を含め、

再発防止に向けた適切かつ継続的な指導及び支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 



第 3 重大事態への対応 

 １ 重大事態の発生と調査 

 （１）重大事態の意味 

   重大事態とは、法第 28条において以下のように定義される。 

   一 いじめにより当該学校に在籍する児童生徒の生命、心身または財産に重大な被害が生じた疑

いがあると認められるとき 

   二 いじめにより当該学校に在籍する児童生徒が相当な機関学校を欠席することを余儀なくされ

ている疑いがあると認められるとき 

   なお、児童生徒の生命、心身、又は財産に重大な被害が生じる場合とは、 

    ・児童生徒が自殺を企画した場合   ・身体に重大な障害を負った場合 

    ・金品等に重大な被害を被った場合  ・精神性の疾患を発症した場合 

   などのケースが想定される。 

    相当な期間については、国の基本方針では不登校の定義を踏まえ、年間 30日間を目安としてい

る。ただし、日数だけではなく、児童生徒の状況等、個々のケースを十分把握する必要がある。 

    また、児童生徒や保護者から、いじめられて重大事態に至ったという申立てがあったときは、

その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とはいえない」と考えたとして

も、重大事態であるととらえる必要がある。 

 

 （２）重大事態の報告 

    学校は重大事態と思われる案件が発生した場合には直ちに教育委員会に報告する。報告を受け

た教育委員会は重大事態の発生を区長に報告する。 

 

 （３）調査の趣旨及び調査主体 

    調査は重大事態に対処するとともに、同種の事態の発生の防止に資するために行うものである。

学校は、重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ、だれから行われ、どのような態様で

あったか、いじめを生んだ背景事情としてどのような問題があったのか、教職員がどのように対

応したかなどの事実関係を明確にする。 

    なお、学校主体の調査では、重大事態への対処及び同種の事態の発生の防止に必ずしも十分に

結果が得られないと判断された場合や、学校の教育活動に支障が生じる恐れがある場合には、教

育委員会が調査を実施する。 

 

 （４）調査結果の提供及び報告 

    学校または教育委員会は、いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して、調査によって明ら

かになった事実関係について説明する。 

    教育委員会は調査結果を区長に報告する。 

 

 

 



≪資料１≫ いじめ防止対策推進法（平成 25年法律第 71号）より抜粋 

第一章 総則 

（目的） 

 第一条 この法律は、いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び

人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものであ

ることに鑑み、児童等の尊厳を保持するため、いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期発見及びいじめへの

対処をいう。以下同じ。）のための対策に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体等の責務を明らかにし、並び

にいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針の策定について定めるとともに、いじめの防止等のための対

策の基本となる事項を定めることにより、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進することを目的

とする。 

 （定義） 

 第二条 この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と

一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われる

ものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

2 この法律において「学校」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する小学校、中学校、

高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。）をいう。 

3 この法律において「児童等」とは、学校に在籍する児童又は生徒をいう。 

4 この法律において「保護者」とは、親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成年後見人）をいう。 

 （基本理念） 

 第三条 いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての児童等に関係する問題であることに鑑み、児童等が安心して学

習その他の活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問わずいじめが行われなくなるようにすることを旨と

して行われなければならない。 

2 いじめの防止等のための対策は、全ての児童等がいじめを行わず、及び他の児童等に対して行われるいじめを認

識しながらこれを放置することがないようにするため、いじめが児童等の心身に及ぼす影響その他のいじめの問題

に関する児童等の理解を深めることを旨として行われなければならない。 

3 いじめの防止等のための対策は、いじめを受けた児童等の生命及び心身を保護することが特に重要であることを

認識しつつ、国、地方公共団体、学校、地域住民、家庭その他の関係者の連携の下、いじめの問題を克服すること

を目指して行われなければならない。 

 （いじめの禁止） 

 第四条 児童等は、いじめを行ってはならない。 

（学校及び学校の教職員の責務） 

 第八条 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童等の保護者、地域住民、児童相談所そ

の他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止及び早期発見に取り組むとともに、当該学校に在籍す

る児童等がいじめを受けていると思われるときは、適切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。 

 （保護者の責務等） 

 第九条 保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、その保護する児童等がいじめを行うことのな

いよう、当該児童等に対し、規範意識を養うための指導その他の必要な指導を行うよう努めるものとする。 

2 保護者は、その保護する児童等がいじめを受けた場合には、適切に当該児童等をいじめから保護するものとする。 



3 保護者は、国、地方公共団体、学校の設置者及びその設置する学校が講ずるいじめの防止等のための措置に協力

するよう努めるものとする。 

4 第一項の規定は、家庭教育の自主性が尊重されるべきことに変更を加えるものと解してはならず、また、前三項

の規定は、いじめの防止等に関する学校の設置者及びその設置する学校の責任を軽減するものと解してはならない。 

 

第三章 基本的施策 

（学校におけるいじめの防止） 

 第十五条 学校の設置者及びその設置する学校は、児童等の豊かな情操と道徳心を培い、心の通う対人交流の能力の素地

を養うことがいじめの防止に資することを踏まえ、全ての教育活動を通じた道徳教育及び体験活動等の充実を図

らなければならない。 

2 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校におけるいじめを防止するため、当該学校に在籍する児童等

の保護者、地域住民その他の関係者との連携を図りつつ、いじめの防止に資する活動であって当該学校に在籍す

る児童等が自主的に行うものに対する支援、当該学校に在籍する児童等及びその保護者並びに当該学校の教職員

に対するいじめを防止することの重要性に関する理解を深めるための啓発その他必要な措置を講ずるものとす

る。 

 （いじめの早期発見のための措置） 

 第十六条 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校におけるいじめを早期に発見するため、当該学校に在籍する

児童等に対する定期的な調査その他の必要な措置を講ずるものとする。 

2 国及び地方公共団体は、いじめに関する通報及び相談を受け付けるための体制の整備に必要な施策を講ずるも

のとする。 

3 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校に在籍する児童等及びその保護者並びに当該学校の教職員が

いじめに係る相談を行うことができる体制（次項において「相談体制」という。）を整備するものとする。 

4 学校の設置者及びその設置する学校は、相談体制を整備するに当たっては、家庭、地域社会等との連携の下、

いじめを受けた児童等の教育を受ける権利その他の権利利益が擁護されるよう配慮するものとする。 

 （関係機関等との連携等） 

 第十七条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、いじめを行った児童等に対する

指導又はその保護者に対する助言その他いじめの防止等のための対策が関係者の連携の下に適切に行われるよう、

関係省庁相互間その他関係機関、学校、家庭、地域社会及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他

必要な体制の整備に努めるものとする。 

 （いじめの防止等のための対策に従事する人材の確保及び資質の向上） 

 第十八条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、いじめを行った児童等に対する

指導又はその保護者に対する助言その他のいじめの防止等のための対策が専門的知識に基づき適切に行われるよ

う、教員の養成及び研修の充実を通じた教員の資質の向上、生徒指導に係る体制等の充実のための教諭、養護教

諭その他の教員の配置、心理、福祉等に関する専門的知識を有する者であっていじめの防止を含む教育相談に応

じるものの確保、いじめへの対処に関し助言を行うために学校の求めに応じて派遣される者の確保等必要な措置

を講ずるものとする。 

2 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校の教職員に対し、いじめの防止等のための対策に関する研修の

実施その他のいじめの防止等のための対策に関する資質の向上に必要な措置を計画的に行わなければならない。 



 （インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進） 

 第十九条 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校に在籍する児童等及びその保護者が、発信された情報の高度

の流通性、発信者の匿名性その他のインターネットを通じて送信される情報の特性を踏まえて、インターネット

を通じて行われるいじめを防止し、及び効果的に対処することができるよう、これらの者に対し、必要な啓発活

動を行うものとする。 

2 国及び地方公共団体は、児童等がインターネットを通じて行われるいじめに巻き込まれていないかどうかを監視

する関係機関又は関係団体の取組を支援するとともに、インターネットを通じて行われるいじめに関する事案に

対処する体制の整備に努めるものとする。 

3 インターネットを通じていじめが行われた場合において、当該いじめを受けた児童等又はその保護者は、当該い

じめに係る情報の削除を求め、又は発信者情報（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報

の開示に関する法律（平成十三年法律第百三十七号）第四条第一項に規定する発信者情報をいう。）の開示を請求

しようとするときは、必要に応じ、法務局又は地方法務局の協力を求めることができる。 

 

第四章 いじめの防止等に関する措置 

（いじめに対する措置） 

 第二十三条 学校の教職員、地方公共団体の職員その他の児童等からの相談に応じる者及び児童等の保護者は、児童等か

らいじめに係る相談を受けた場合において、いじめの事実があると思われるときは、いじめを受けたと思われる

児童等が在籍する学校への通報その他の適切な措置をとるものとする。 

2 学校は、前項の規定による通報を受けたときその他当該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われる

ときは、速やかに、当該児童等に係るいじめの事実の有無の確認を行うための措置を講ずるとともに、その結果

を当該学校の設置者に報告するものとする。 

3 学校は、前項の規定による事実の確認によりいじめがあったことが確認された場合には、いじめをやめさせ、及

びその再発を防止するため、当該学校の複数の教職員によって、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者

の協力を得つつ、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援及びいじめを行った児童等に対する指導又

はその保護者に対する助言を継続的に行うものとする。 

4 学校は、前項の場合において必要があると認めるときは、いじめを行った児童等についていじめを受けた児童等

が使用する教室以外の場所において学習を行わせる等いじめを受けた児童等その他の児童等が安心して教育を受

けられるようにするために必要な措置を講ずるものとする。 

5 学校は、当該学校の教職員が第三項の規定による支援又は指導若しくは助言を行うに当たっては、いじめを受け

た児童等の保護者といじめを行った児童等の保護者との間で争いが起きることのないよう、いじめの事案に係る

情報をこれらの保護者と共有するための措置その他の必要な措置を講ずるものとする。 

6 学校は、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときは所轄警察署と連携してこれに対処

するものとし、当該学校に在籍する児童等の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは直ち

に所轄警察署に通報し、適切に、援助を求めなければならない。 

 （学校の設置者による措置） 

 第二十四条 学校の設置者は、前条第二項の規定による報告を受けたときは、必要に応じ、その設置する学校に対し必要

な支援を行い、若しくは必要な措置を講ずることを指示し、又は当該報告に係る事案について自ら必要な調査を行

うものとする。 



 （校長及び教員による懲戒） 

 第二十五条 校長及び教員は、当該学校に在籍する児童等がいじめを行っている場合であって教育上必要があると認める

ときは、学校教育法第十一条の規定に基づき、適切に、当該児童等に対して懲戒を加えるものとする。 

 （出席停止制度の適切な運用等） 

 第二十六条 市町村の教育委員会は、いじめを行った児童等の保護者に対して学校教育法第三十五条第一項（同法第四十

九条において準用する場合を含む。）の規定に基づき当該児童等の出席停止を命ずる等、いじめを受けた児童等その

他の児童等が安心して教育を受けられるようにするために必要な措置を速やかに講ずるものとする。 

 （学校相互間の連携協力体制の整備） 

 第二十七条 地方公共団体は、いじめを受けた児童等といじめを行った児童等が同じ学校に在籍していない場合であって

も、学校がいじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援及びいじめを行った児童等に対する指導又はその保

護者に対する助言を適切に行うことができるようにするため、学校相互間の連携協力体制を整備するものとする。 

 

第五章 重大事態への対処 

（学校の設置者又はその設置する学校による対処） 

 第二十八条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事態」という。）に対

処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する

学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための

調査を行うものとする。 

 一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

 二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認め

るとき。 

2 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該調査に係るいじめを受けた児

童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。 

3 第一項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、同項の規定による調査及び前項の規

定による情報の提供について必要な指導及び支援を行うものとする。（公立の学校に係る対処） 

 第三十条 地方公共団体が設置する学校は、第二十八条第一項各号に掲げる場合には、当該地方公共団体の教育委員会を

通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方公共団体の長に報告しなければならない。 

2 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種

の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査を行う等の方法により、第二十八条

第一項の規定による調査の結果について調査を行うことができる。 

3 地方公共団体の長は、前項の規定による調査を行ったときは、その結果を議会に報告しなければならない。 

4 第二項の規定は、地方公共団体の長に対し、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百

六十二号）第二十三条に規定する事務を管理し、又は執行する権限を与えるものと解釈してはならない。 

5 地方公共団体の長及び教育委員会は、第二項の規定による調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、

当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずるもの

とする。 

 

 



≪資料２≫ 学校教育法（昭和二十二年三月三十一日法律第二十六号） 

第三十五条  市町村の教育委員会は、次に掲げる行為の一又は二以上を繰り返し行う等性行不良であつて他の児童の教育

に妨げがあると認める児童があるときは、その保護者に対して、児童の出席停止を命ずることができる。  

一  他の児童に傷害、心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為  

二  職員に傷害又は心身の苦痛を与える行為  

三  施設又は設備を損壊する行為  

四  授業その他の教育活動の実施を妨げる行為  

２  市町村の教育委員会は、前項の規定により出席停止を命ずる場合には、あらかじめ保護者の意見を聴取するとと 

もに、理由及び期間を記載した文書を交付しなければならない。  

３  前項に規定するもののほか、出席停止の命令の手続に関し必要な事項は、教育委員会規則で定めるものとする。  

４  市町村の教育委員会は、出席停止の命令に係る児童の出席停止の期間における学習に対する支援その他の教育上必 

要な措置を講ずるものとする。 

≪資料３≫ 出席停止制度の適切な運用について（文部科学省ＨＰ）  

   学校は，児童生徒が安心して学ぶことができる場でなければならず，その生命及び心身の安全を確保することが学校

及び教育委員会に課せられた基本的な責務です。学校において問題行動を繰り返す児童生徒には，学校の秩序の維持や

他の児童生徒の義務教育を受ける権利を保障する観点からの早急な取組みが必要であり，児童生徒を指導から切り離す

ことは根本的な解決にはならないという基本認識にたって，一人一人の児童生徒の状況に応じたきめ細かい指導の徹底

を図ることが必要です。しかし，公立小学校及び中学校において，学校が最大限の努力をもって指導を行ったにもかか

わらず，性行不良であって他の児童生徒の教育の妨げがあると認められる児童生徒があるときは，市町村教育委員会が，

その保護者に対して，児童生徒の出席停止を命ずることができます。（学校教育法第２６条，第４０条）。この出席停止

制度は，本人の懲戒という観点からではなく，学校の秩序を維持し，他の児童生徒の義務教育を受ける権利を保障する

という観点から設けられています。  

○   平成１３年の学校教育法改正により，何が変わったのですか。   

１．  出席停止の要件の明確化 、 

  出席停止の基本的な要件は，「性行不良」であることと，「他の児童生徒の教育の妨げがある」と認められることの２つ

が示されています。平成１３年の法改正により，法律上の要件を明確化するため，「性行不良」の例として，「他の児

童生徒に傷害，心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為」「職員に傷害又は心身の苦痛を与える行為」「施設又は設

備を損壊する行為」「授業その他の教育活動の実施を妨げる行為」が掲げられ，それらの「一又は二以上を繰り返し行

う」ことが示されました。 

２．  出席停止の手続に関する規定の整備  

   出席停止は，法律の規定の趣旨を踏まえ，定められた要件に基づき，適切な手続を踏みつつ運用されることが必要で

す。そのために，出席停止の命令の手続に関し必要な事項を教育委員会規則で定め，実際に市町村教育委員会が出席停

止を命ずる際には，保護者の意見の聴取を行うこと，出席停止を告げるときには理由及び期間を記載した文書を交付し

なければならないことが示されました。 

３．  出席停止期間中の児童生徒に対しての学習支援措置の明記  

   出席停止制度の運用にあたっては，他の児童生徒の安全や教育を受ける権利を保障すると同時に，出席停止措置期間

中の当該児童生徒への指導の充実を図ることも重要です。そのため，市町村教育委員会は，出席停止期間中の児童生徒

に対して学習支援の措置を講じるものとすることが定められました。  


